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第三者割当による新投資口発行に関するお知らせ 

 

ビ・ライフ投資法人（以下、「本投資法人」といいます。）は、第三者割当による新投資口発行

に関し、下記のとおり決定しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１．新投資口発行要領 

（１）発行新投資口数：8,000 口 

（２）発 行 価 格：1 口につき金 504,261 円 

（３）発行価額の総額：金 4,034,088,000 円 

（４）申 込 期 日：平成 19 年 3 月 1 日 

（５）払 込 期 日：平成 19 年 3 月 2 日 

（６）割当先及び口数： 

CapitaLand Nippon Investments Private Limited            3,999 口 

CapitaLand Japan Investments Private Limited 日本支店    2,401 口 

株式会社モリモト                       1,600 口 

（７）投資口募集事務受託者：大和証券エスエムビーシー株式会社 

大和証券エスエムビーシー株式会社は、本投資法人と資産運用委託契約を締結している投資

信託委託業者であるモリモト・アセットマネジメント株式会社の投資信託及び投資法人に関

する法律上の利害関係人等にあたります。 

（８）前記各号については、証券取引法の届出の効力発生を条件とします。 

 

２．今回の発行による発行済投資口数の推移 

現在の発行済投資口数       41,260 口 

発行による増加投資口数      8,000 口 

発行後の発行済投資口数     49,260 口 

 

３．発行の理由及び資金の使途等 

（１）発行理由 

①本日発表している「投資信託委託業者の第三者割当による新株発行に関するお知らせ」及
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び「「パイプライン・サポート等に関する基本協定書」の締結に関するお知らせ」に記載

したとおり、アジア有数の不動産会社CapitaLand Limitedの日本法人であるキャピタラン

ド・ジャパン株式会社（以下、「キャピタランド社」といいます。）は、資産運用会社の第

二位株主（33.4%、資産運用会社の第三者割当引受後）として、また、本投資法人及び資産

運用会社のサポート会社として、本投資法人の成長戦略に参画することとなりました。 

②本投資法人及び資産運用会社は、ポートフォリオの改善等を含めた成長戦略を推

進すべく、本日、「資産の取得に関するお知らせ」で発表した不動産信託受益権取得の

ための資金を調達する必要があったところ、キャピタランド社より、本投資法人への強い

コミットメントを安定投資主という立場を通じて投資主及び市場等に明示したいと

の意向が示されました。また、株式会社モリモトからも、本投資法人及び資産運用会

社のサポート会社として、また、資産運用会社の第一位株主（50.1%、資産運用会社の第三

者割当引受後）として、キャピタランドグループと協働して本投資法人への強いコミット

メントを明示したいとの意向が示されました。 

③こうした中、両社が本投資法人の投資口を取得し得る方法としては、その平均的な売買高

水準に鑑みれば、取引所市場における取得は過度な価格変動を招きかねないこと、また、

不動産信託受益権を早期に取得するためには、両社の意向に応じて、本件第三者割当を実

施することが も投資主の利益に資する施策であると判断いたしました。 

④さらに、今回の増資により本投資法人の LTV 値が低下し借入余力が高まるため、サポート

会社からの物件を中心に、借入金による物件の取得も積極的に図っていくことができると

考えております。 

（２）発行価額の算定根拠 

発行決議日である平成 19 年 2 月 13 日の前取引日までの直近 1 ヶ月間（平成 19 年 1 月 10 日

から平成 19 年 2 月 9 日まで）の東京証券取引所における本投資法人の投資口価格の普通取引

の終値の平均値である 504,261 円（1円未満切上げ、2月 9日終値比▲45,739 円、同比率▲8.32%）

としました。 

（３）発行調達資金の使途 

第三者割当による新投資口発行価額金 4,034 百万円は、本投資法人が本日取得を決議してい

る資産である不動産信託受益権の取得資金に充当します。本投資法人は、本投資法人の投資方

針に基づき、ポートフォリオの拡充及び中長期の安定した収益の確保を目的としてポートフォ

リオの入替を実施するため発行調達資金を使用することとし、資産の取得と譲渡を決定したも

のです。当該資産の取得の詳細については、本日発表の「資産の取得に関するお知らせ」を、

資産の譲渡の詳細については、本日発表の「資産の譲渡に関するお知らせ（コンフォートタイ

ム大森）」をご覧ください。 

（４）売却の制限 

①株式会社モリモトは、本日現在、本投資口 3,460 口を保有する投資主です。モリモトは、

本投資法人との間で、本割当に関し追加で取得する 1,600 口を含めた 5,060 口について、

払込期日から平成 19 年 8 月 31 日までの期間、本投資法人の事前の書面による承諾を受け

ることなく、売却、担保提供、貸出し等を行わない旨を合意しています。 

②CapitaLand Nippon Investments Private Limited 及び CapitaLand Japan Investments 

Private Limited 日本支店はそれぞれ、本投資法人との間で、本割当に関し取得する全投

資口について、払込期日から平成 19 年 8 月 31 日までの期間、本投資法人の事前の書面に

よる承諾を受けることなく、売却、担保提供、貸出し等を行わない旨を合意しています。 

③本投資法人は、上記①及び②における制限の一部又は全部を解除する権限を有しています。 
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（５）本投資法人の運用に与える影響見通し 

平成 19 年 5 月期運用状況については、本日発表の「平成 19 年 5 月期の運用状況の予想の修

正に関するお知らせ」をご覧ください。 

 

４．投資主への利益配分等 

本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針によるものとします。 

 

５．過去 3 年間に行われたエクイティー・ファイナンスの状況等 

（１）発行済投資口数及び出資総額の増減の状況は、以下の通りです。 

発行済投資口数（口） 出資総額（百万円） 
年 月 日 摘  要 

増減数 残高 増減額 残高 
備 考 

平成 17 年 6 月 7 日 私募設立 600 600 300 300 （注 1）

平成 17 年 12 月 19 日 第三者割当増資 2,860 3,460 1,430 1,730 （注 2）

平成 18 年 3 月 20 日 公募増資 37,800 41,260 18,238 19,968 （注 3）

（注 1）1 口当たり発行価格 500,000 円にて、本投資法人が設立時の投資口を発行しました。 

（注 2）1 口当たり発行価格 500,000 円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として投資口を追加発行し、

資産の運用を開始しました。 

（注 3）1 口当たり発行価格 500,000 円（発行価額 482,500 円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的と

して公募により投資口を発行しました。 

（２）過去 3 営業期間及び直前の投資口価格の推移 

期 第 2 期 第 3 期 

決算年月 平成 18 年 11 月 平成 19 年 5 月 

公募価格 500,000 円 －   円

  高 483,000 円 556,000 円

  低 398,000 円 438,000 円

期末価格 442,000 円 550,000 円

（注 1）本投資法人の発行する投資証券は、平成 18 年 3 月 22 日に東京証券取引所に上場しました。第 2 期は

平成 18 年 3 月 22 日から平成 18 年 11 月 30 日までの投資口価格の状況を表示しています。 

（注 2）第 3 期は平成 18 年 12 月 1 日から平成 19 年 2 月 9 日までの投資口価格の状況を表示しています。 

（注 3）第 3 期の期末価格は、平成 19 年 2 月 9 日の投資口価格の終値を表示しています。 

 

６．割当先の概要 

（１）キャピタランドグループの割当先各社の概要は、以下のとおりです。 

名  称 CapitaLand Nippon Investments Private Limited 

所在地 39 Robinson Road, #18-01, Singapore 068911 

代表者の役職・氏名 代表取締役 タン･ライ･セン 

資本の額 1 シンガポールドル 

設立日 2007 年 2 月 1 日 

発行済株式総数 1 株 

大株主及び持株比率 CapitaLand Limited が間接的に 100%保有 

主な事業内容 証券投資・保有 

投資法人又は投資信託

委託業者との関係 
該当なし 

（注）資本金は 1 シンガポールドルになっておりますが、新投資口発行の払込までに増資をする予定です。 
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名  称 CapitaLand Japan Investments Private Limited 日本支店 

所在地 東京都千代田区丸の内二丁目 7 番 3 号 東京ビルディング 

代表者の役職・氏名 代表取締役 タン･ライ･セン 

資本の額 420 万シンガポールドル 

設立日 2007 年 2 月 2 日 

発行済株式総数 4,200,000 株 

大株主及び持株比率 CapitaLand Limited が間接的に 100%保有 

主な事業内容 証券投資・保有 

投資法人又は投資信託

委託業者との関係 
該当なし 

（注）当該割当先の株式を間接的に 100%保有している CapitaLand Limited 及びキャピタランドグループ全

体の概要は後記【参照情報】を、さらに詳細な情報は別紙を、それぞれご参照ください。 

 

（２）割当先のうち、モリモトの概要は以下のとおりです。 

名  称 株式会社モリモト 

所在地 東京都渋谷区恵比寿南三丁目 7 番 4 号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 森本 浩義 

資本の額 890,400 千円 

発行済株式総数 10,238,400 株 

大株主及び持株比率 森本浩義            46.5％ 

主な事業内容 マンション分譲、賃貸不動産開発事業 

主な経営成績・財政状況 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

売上高 71,744 百万円 75,921 百万円

営業利益 6,136 百万円 9,287 百万円

経常利益 4,827 百万円 7,385 百万円

当期利益 2,619 百万円 3,994 百万円

総資産 97,354 百万円 148,322 百万円

 

純資産 15,237 百万円 18,880 百万円

投資法人又は投資信託

委託業者との関係 

本投資法人の投資主及び資産運用会社の株主、資産運用会社

のサポート会社等 

 

モリモトグループについて 

 

モリモトグループは、「クレッセント」シリーズを主力とした不動産分譲事業、「イプセ」シリ

ーズを中心とした賃貸不動産開発事業及び分譲マンション管理・賃貸事業を対象とする不動産サ

ービス事業を営んでいます。 

＜不動産分譲事業＞ 

当事業部門において、マンション用地の仕入から企画及び販売までを手掛けるとともに、アフ

ターサービス体制を含めたグループ内一貫体制による総合マンションデベロッパー事業を展開し

ています。営業基盤である都内及び横浜・川崎エリアにおいて、お客様本位のきめ細かな商品企

画とデザイン性を重視した物件を供給しています。 

＜賃貸不動産開発事業＞ 

不動産投資信託市場の着実な進展による投資用賃貸不動産の旺盛な需要を背景として、従来か

らの営業基盤を活かした賃貸不動産の開発事業を展開しています。マンション分譲で培ったノウ
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ハウを有効活用し、都市型賃貸空間の創造をコンセプトとする住居用物件及び商業用物件を主力

に展開しています。 

なお、本投資法人が取得したネクストフォルム西麻布（平成 16 年竣工）は平成 16 年度に、クイ

ズ恵比寿（平成 17 年竣工）及びイプセ都立大学（昭和 43 年竣工・平成 17 年改修工事実施済み）

は共に平成 17 年度に、それぞれ財団法人日本産業デザイン振興会におけるグッドデザイン賞を受

賞しています。 

＜不動産サービス事業＞ 

モリモトの子会社である株式会社オー・エム・サービスにおいて分譲マンション及び賃貸マンシ

ョンの管理業務を展開しています。 

以  上 
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【参照情報】 

１．CapitaLand Limited について 

名  称 CapitaLand Limited 

所在地 168 Robinson Road ♯30-11 Capital Tower  Singapore 

代表者の役職・氏名 President and CEO  Liew Mun Leong 

資本の額 
（平成 18 年 12 月 31 日現在） 

4,304 百万シンガポールドル 

発行済株式総数 
（平成 18 年 12 月 31 日現在） 

2,779,346,107 株 

大株主及び持株比率 
（平成 18 年 12 月 31 日現在） 

Temasek Holdings (Private) Limited   40.3% 

DBS Nominees Pte Ltd                 21.4% 

Citibank Nominees Singapore Pte Ltd   7.3% 

主な事業内容 
不動産投資・開発、ホスピタリティー・サービス、不動産

ファイナンシャル･サービス、不動産投資信託 

主な経営成績・財政状況 平成 16 年 12 月期 平成 17 年 12 月期 

売上高 3,179 百万 S$ 3,845 百万 S$

営業利益 686 百万 S$ 737 百万 S$

経常利益 548 百万 S$ 585 百万 S$

当期利益 439 百万 S$ 433 百万 S$

総資産 17,235 百万 S$ 18,183 百万 S$

 

純資産 7,414 百万 S$ 9,028 百万 S$

投資法人又は投資信託委

託業者との関係 
該当なし 

 
２．キャピタランドグループについて 
（１）キャピタランドグループは、本社をシンガポールに置き、シンガポール証券取引所に上場

しているアジア有数の不動産会社です。 
（２）同グループは、「ラッフルズシティ等の大型複合商業施設を含む商業施設・住居・オフィス

ビル・サービスアパートメント等の不動産開発事業」及び「REIT や不動産私募ファンドの組
成運営及び投資事業を中心とする不動産金融サービス事業」を、アジア太平洋、ヨーロッパ、
中東の 20 カ国 90 都市以上で展開しています。 

（３）同グループが、現在、運営・出資する上場 REIT は下記のとおりです。 
名称 概要 

キャピタモール・トラスト 
シンガポール初の上場 REIT で、シンガポール証券取引
所に上場する REIT 内で 大の資産規模を誇る。商業施
設が投資対象。 

キャピタコマーシャル・ト
ラスト 

シンガポールで初のオフィスビルを投資対象とする
REIT。 

アスコットレジデンス・ト
ラスト 

初の環太平洋のサービスアパートメントを投資対象と
する REIT。日本ではサマセット六本木及びサマセット麻
布イーストを所有。 

キャピタリテール・チャイ
ナ・トラスト 

中国の商業施設を投資対象とする REIT。シンガポール証
券取引所に平成 18 年 12 月上場。 

クィルキャピタ・トラスト 
マレーシア国内の不動産を投資対象とする REIT。マレー
シア証券取引所に平成 19 年 1 月上場。 

 
（４）また、上記以外の同グループの上場子会社には、アスコット・グループ（サービスアパー

トメントの開発運営）、オーストラランド（オーストラリアの総合不動産デベロッパー）があ
ります。平成 18 年 12 月末時点における同グループの時価総額は約１兆９千億円です。 
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３．キャピタランド・ジャパン株式会社について 

CapitaLand Limited が間接的に出資する 100%子会社で、キャピタランドグループの日本にお

ける事業展開の拠点として、平成 12 年に日本法に基づき設立されました。現在キャピタランド

グループも出資している商業施設ファンド（日本国内の 5 物件約 452 億円、目標投資額 1,500

億円）及び賃貸マンションファンド（日本国内の 21 物件約 262 億円、目標投資額 420 億円）の

投資・運用を行っています。 

 

４．第三者割当後の主要投資主の状況 
 投 資 主 名 口 数 保有割合
1 株式会社モリモト 5,060 10.27%
2 有限会社テン・リアルティー 4,126 8.38%
3 CapitaLand Nippon Investments Private Limited 3,999 8.12%
4 日興シティ信託銀行株式会社（投信口） 2,962 6.01%
5 CapitaLand Japan Investments Private Limited 日本支店 2,401 4.87%

発行済投資口数 49,260 100.00%
（注 1）保有割合は、小数第 3 位を四捨五入しています。 
（注 2）平成 18 年 11 月 30 日現在の投資主名簿に記載された内容に変化がないものとし、本第三

者割当による新投資口発行を行った場合の投資主の状況を示したもので、実際の投資主
の状況とは必ずしも一致しません。 

 
５．大量保有報告書の提出状況について 

大量保有報告書の提出状況は以下のとおりです。下記提出日以降平成 19 年 2 月 9 日まで、各提
出者から、証券取引法第 27 条の 25 第 1 項の変更報告書の提出はありません。 

提  出  日 投 資 主 名 口数 保有割合 保有目的 

平成 19年 1月 10日 株式会社モリモト 3,460 8.39% 

本投資法人の設立

経緯を踏まえた投

資 

平成 19年 1月 11日 有限会社テン・リアルティー 4,126 10.00% 純投資による保有 

平成 19年 1月 18日 

日興アセットマネジメント株式会社（注 1）

日興グローバルラップ株式会社（注 1） 

計 

2,793

77

2,870

6.77% 

0.19% 

6.96% 

純投資 

純投資 

（注 1）提出形態は、連名です。 
（注 2）保有割合は、小数第 3 位を四捨五入しています。 
 

以  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

※ 本投資法人のホームページアドレス：http://www.blife-reit.co.jp/

 

http://www.blife-reit.co.jp/
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別 紙 

 

CapitaLand Limited及びキャピタランドグループの概要CapitaLand Limited及びキャピタランドグループの概要  

  

１１．．CCaappiittaaLLaanndd  LLiimmiitteedd のの概概要要  

（（１１））社社名名：：キキャャピピタタラランンドド・・リリミミテテッッドド（（CCaappiittaaLLaanndd  LLiimmiitteedd））  

（（２２））ググルルーーププ時時価価総総額額（（22000066 年年 1122 月月末末時時点点））：：約約 11 兆兆 99 千千億億円円  

（（３３））拠拠点点：：世世界界 2200 カカ国国 9900 都都市市以以上上（（アアジジアア太太平平洋洋・・ヨヨーーロロッッパパ・・中中東東））  

    

２２．．ビビジジネネススのの概概要要  

（（１１））不不動動産産部部門門  ⇒⇒商商業業・・オオフフィィスス・・住住宅宅・・複複合合施施設設等等のの開開発発・・分分譲譲  

（（２２））ホホススピピタタリリテティィ部部門門  ⇒⇒ササーービビススアアパパーートトメメンントト運運営営  

（（３３））金金融融ササーービビスス部部  ⇒⇒RREEIITT 及及びび私私募募フファァンンドド投投資資・・運運営営、、フファァイイナナンンシシャャルル・・ササーービビスス等等  

  

３３．．主主なな特特徴徴  

（（１１））不不動動産産開開発発ををアアジジアア太太平平洋洋地地域域にに展展開開  

シシンンガガポポーールル、、中中国国、、オオーースストトララリリアア等等でで住住宅宅分分譲譲かからら商商業業施施設設をを含含むむ大大型型複複合合施施設設（（ララッッ

フフルルズズ・・シシテティィ等等））開開発発ままでで  

（（２２））不不動動産産フファァンンドドビビジジネネススををアアジジアア各各国国中中心心にに展展開開  

運運用用資資産産残残高高（（RREEIITT 及及びび私私募募フファァンンドド））約約 11 兆兆円円  

（（３３））アアジジアアににおおけけるる商商業業施施設設運運営営ののリリーーデディィンンググカカンンパパニニーー  

日日本本をを含含むむ 44 カカ国国でで 5500 以以上上のの商商業業施施設設をを運運営営、、中中国国でではは既既にに 2255 都都市市でで 3300 物物件件をを運運営営

（（WWaall--MMaarrtt とと出出店店提提携携））、、イインンドドににもも進進出出予予定定  

（（４４））ママルルチチロローーカカルルスストトララテテジジーー：：  

現現地地企企業業ととののパパーートトナナーーシシッッププにによよるる事事業業展展開開  

 

４４．．キキャャピピタタラランンドドググルルーーププのの上上場場企企業業  

（（１１））オオーースストトラララランンドド  

豪豪州州のの不不動動産産開開発発会会社社。。豪豪州州及及びびシシンンガガポポーールルのの両両証証券券取取引引所所にに上上場場  

キキャャピピタタラランンドドググルルーーププでで 5533..33%%のの株株式式保保有有（（22000055  AAnnnnuuaall  RReeppoorrtt））  

（（２２））アアススココッットト・・ググルルーーププ  

高高級級ササーービビススアアパパーートトメメンントトをを世世界界 1177 カカ国国 4411 都都市市でで運運営営  

キキャャピピタタラランンドドググルルーーププでで 6677..99%%のの株株式式保保有有（（22000055  AAnnnnuuaall  RReeppoorrtt））  
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５５．．キキャャピピタタラランンドドググルルーーププのの上上場場 RREEIITT  

（（１１））キキャャピピタタモモーールルトトララスストト（（シシンンガガポポーールル 初初、、現現在在 大大のの RREEIITT））  

シシンンガガポポーールルのの商商業業施施設設をを対対象象、、1100 物物件件・・約約 33,,339900 億億円円  

キキャャピピタタラランンドドググルルーーププでで 3333..99%%ののエエククイイテティィ保保有有（（22000055  AAnnnnuuaall  RReeppoorrtt））  

（（２２））キキャャピピタタココママーーシシャャルルトトララスストト  

シシンンガガポポーールルののオオフフィィススビビルルをを対対象象、、99 物物件件・・約約 22,,884400 億億円円  

キキャャピピタタラランンドドググルルーーププでで 3377..44%%ののエエククイイテティィ保保有有（（22000055  AAnnnnuuaall  RReeppoorrtt））  

（（３３））アアススココッットトレレジジデデンンスストトララスストト  

ササーービビススアアパパーートトメメンントト、、1144 物物件件・・約約 773300 億億円円  

キキャャピピタタラランンドドググルルーーププでで 6677..44%%ののエエククイイテティィ保保有有（（22000066//0033  NNeewwss  RReelleeaassee））  

（（４４））キキャャピピタタリリテテーールル・・チチャャイイナナトトララスストト  

中中国国のの商商業業施施設設をを対対象象、、77 物物件件・・約約 556600 億億円円  

キキャャピピタタラランンドドググルルーーププでで 2266..22%%ののエエククイイテティィ保保有有（（22000066//1122  NNeewwss  RReelleeaassee））  

（（５５））ククィィルルキキャャピピタタトトララスストト  

ママレレーーシシアアのの不不動動産産をを対対象象、、ママレレーーシシアアでで上上場場、、44 物物件件・・約約 9922 億億円円  

キキャャピピタタラランンドドググルルーーププでで 3300%%ののエエククイイテティィ保保有有（（22000066//1122  NNeewwss  RReelleeaassee））  

そそのの他他：：香香港港 大大のの RREEIITT ででああるるリリンンクク RREEIITT のの戦戦略略パパーートトナナーー  

  

６６．．キキャャピピタタラランンドドググルルーーププのの主主なな私私募募フファァンンドド  

（（１１））中中国国 44 フファァンンドド（（住住宅宅開開発発、、商商業業施施設設開開発発等等））  

（（２２））日日本本 22 フファァンンドド  

①①キキャャピピタタリリテテーールル・・ジジャャパパンン・・フファァンンドド  

日日本本国国内内のの商商業業施施設設をを対対象象、、55 物物件件・・約約 445522 億億円円  

444400 億億円円ののエエククイイテティィをを投投資資家家かからら調調達達済済、、資資産産 11550000 億億円円規規模模にに拡拡大大予予定定  

②②AARRCC--キキャャピピタタラランンドド  レレジジデデンンスス  

アアルルキキャャピピタタ銀銀行行（（ババーーレレーーンン））ととののイイススララムム法法にに基基づづくく合合弁弁フファァンンドド  

日日本本国国内内のの賃賃貸貸ママンンシショョンンをを対対象象、、約約 226622 億億円円（（442200 億億円円規規模模ままでで拡拡大大予予定定））  

（（３３））そそのの他他：：シシンンガガポポーールルをを含含むむアアジジアア各各国国にに複複数数のの私私募募フファァンンドドをを運運営営  
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７７．．キキャャピピタタラランンドドググルルーーププののスストトララククチチャャーー  

  

CapitaLandCapitaLand　　CommercialCommercial
（（業務用商業施設開発保有）業務用商業施設開発保有）

シンガポール、アジア各国でオフィスビル、シンガポール、アジア各国でオフィスビル、
複合施設、駐車施設等を開発、保有複合施設、駐車施設等を開発、保有

FinancialFinancial
ServicesServices

（（金融サービス部門）金融サービス部門）

Ascott GroupAscott Group
（（サービスアパートメント開発運営）サービスアパートメント開発運営）

アジア、欧州、中東等アジア、欧州、中東等1717カ国、カ国、4141都市で都市で
サービスアパートメント事業を展開サービスアパートメント事業を展開

Real Real 
EstateEstate
（（不動産部門）不動産部門）

CapitaLandCapitaLand

AustralandAustraland （（総合デベロッパー）総合デベロッパー）
オーストラリア、ニュージーランドでオーストラリア、ニュージーランドで
分譲住宅、オフィス、商業等を開発。分譲住宅、オフィス、商業等を開発。
売上高約売上高約18001800億円、利益約億円、利益約280280億円億円

CapitaMall TrustCapitaMall Trust
（（商業施設商業施設REITREIT））

CapitaCommercial TrustCapitaCommercial Trust
（（オフィスオフィスREITREIT））

Ascott Residence TrustAscott Residence Trust
（（サービスアパートメントサービスアパートメントREITREIT））

上場企業上場企業

CapitaLandCapitaLand　　ResidentialResidential
（（住宅分譲）住宅分譲）

シンガポール、中国、マレーシア等でシンガポール、中国、マレーシア等で
分譲マンション、戸建住宅を開発。分譲マンション、戸建住宅を開発。

CapitaLandCapitaLand　　RetailRetail
（（商業施設開発運営）商業施設開発運営）

シンガポール、アジア各国で商業施設をシンガポール、アジア各国で商業施設を
開発、運営開発、運営

HospitalityHospitality
（（ホスピタリティ部門）ホスピタリティ部門）

CapitaLand ILECCapitaLand ILEC
（（レジャー・娯楽施設等開発運営）レジャー・娯楽施設等開発運営）

CapitaRetail China TrustCapitaRetail China Trust
（（中国の商業施設中国の商業施設REITREIT））

Quill Capita TrustQuill Capita Trust
（（マレーシアのオフィスマレーシアのオフィスREITREIT））

REITsREITs

運用会社：運用会社：
CapitaMall T rust Management LimitedCapitaMall T rust Management Limited

(CapitaLand Group 100%(CapitaLand Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
CapitaCommercial T rus t Management LimitedCapitaCommercial T rus t Management Limited

(CapitaLand Group 100%(CapitaLand Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
Ascott Residence T rus t Management LimitedAscott Residence T rus t Management Limited

(Ascott Group 100%(Ascott Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
CapitaRetail C hina T rus t Management LimitedCapitaRetail C hina T rus t Management Limited

(CapitaLand Group 100%(CapitaLand Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
Quill Capita Management Sdn BhdQuill Capita Management Sdn Bhd

(CapitaLand Group 40%(CapitaLand Group 40%出資）出資）

CapitaLand 
Group 30%

CapitaLand 
Group 26%

CapitaLand      
47%          
Ascott Group    
30%

CapitaLand 
Commercial     
37%

CapitaLand 
Retail 34%

100%

67%

100%

100%

100%

100%

54%

CapitaLand JapanCapitaLand Japan
（（日本での日本でのAMAM業務、その他業務開発）業務、その他業務開発）
現在、商業施設と賃貸マンションを現在、商業施設と賃貸マンションを
対象とする２ファンドの対象とする２ファンドのAMAM等を実施等を実施

CapitaLandCapitaLand　　FinancialFinancial
（（不動産金融商品開発運用）不動産金融商品開発運用）

私募・私募・REITREITの運用等をはじめとするの運用等をはじめとする
フィナンシャルサービスを提供フィナンシャルサービスを提供

100%

CapitaLandCapitaLand　　CommercialCommercial
（（業務用商業施設開発保有）業務用商業施設開発保有）

シンガポール、アジア各国でオフィスビル、シンガポール、アジア各国でオフィスビル、
複合施設、駐車施設等を開発、保有複合施設、駐車施設等を開発、保有

FinancialFinancial
ServicesServices

（（金融サービス部門）金融サービス部門）

Ascott GroupAscott Group
（（サービスアパートメント開発運営）サービスアパートメント開発運営）

アジア、欧州、中東等アジア、欧州、中東等1717カ国、カ国、4141都市で都市で
サービスアパートメント事業を展開サービスアパートメント事業を展開

Real Real 
EstateEstate
（（不動産部門）不動産部門）

CapitaLandCapitaLand

AustralandAustraland （（総合デベロッパー）総合デベロッパー）
オーストラリア、ニュージーランドでオーストラリア、ニュージーランドで
分譲住宅、オフィス、商業等を開発。分譲住宅、オフィス、商業等を開発。
売上高約売上高約18001800億円、利益約億円、利益約280280億円億円

CapitaMall TrustCapitaMall Trust
（（商業施設商業施設REITREIT））

CapitaCommercial TrustCapitaCommercial Trust
（（オフィスオフィスREITREIT））

Ascott Residence TrustAscott Residence Trust
（（サービスアパートメントサービスアパートメントREITREIT））

上場企業上場企業

CapitaLandCapitaLand　　ResidentialResidential
（（住宅分譲）住宅分譲）

シンガポール、中国、マレーシア等でシンガポール、中国、マレーシア等で
分譲マンション、戸建住宅を開発。分譲マンション、戸建住宅を開発。

CapitaLandCapitaLand　　RetailRetail
（（商業施設開発運営）商業施設開発運営）

シンガポール、アジア各国で商業施設をシンガポール、アジア各国で商業施設を
開発、運営開発、運営

HospitalityHospitality
（（ホスピタリティ部門）ホスピタリティ部門）

CapitaLand ILECCapitaLand ILEC
（（レジャー・娯楽施設等開発運営）レジャー・娯楽施設等開発運営）

CapitaRetail China TrustCapitaRetail China Trust
（（中国の商業施設中国の商業施設REITREIT））

Quill Capita TrustQuill Capita Trust
（（マレーシアのオフィスマレーシアのオフィスREITREIT））

REITsREITs

運用会社：運用会社：
CapitaMall T rust Management LimitedCapitaMall T rust Management Limited

(CapitaLand Group 100%(CapitaLand Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
CapitaCommercial T rus t Management LimitedCapitaCommercial T rus t Management Limited

(CapitaLand Group 100%(CapitaLand Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
Ascott Residence T rus t Management LimitedAscott Residence T rus t Management Limited

(Ascott Group 100%(Ascott Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
CapitaRetail C hina T rus t Management LimitedCapitaRetail C hina T rus t Management Limited

(CapitaLand Group 100%(CapitaLand Group 100%出資）出資）

運用会社：運用会社：
Quill Capita Management Sdn BhdQuill Capita Management Sdn Bhd

(CapitaLand Group 40%(CapitaLand Group 40%出資）出資）

CapitaLand 
Group 30%

CapitaLand 
Group 26%

CapitaLand      
47%          
Ascott Group    
30%

CapitaLand 
Commercial     
37%

CapitaLand 
Retail 34%

100%

67%

100%

100%

100%

100%

54%

CapitaLand JapanCapitaLand Japan
（（日本での日本でのAMAM業務、その他業務開発）業務、その他業務開発）
現在、商業施設と賃貸マンションを現在、商業施設と賃貸マンションを
対象とする２ファンドの対象とする２ファンドのAMAM等を実施等を実施

CapitaLandCapitaLand　　FinancialFinancial
（（不動産金融商品開発運用）不動産金融商品開発運用）

私募・私募・REITREITの運用等をはじめとするの運用等をはじめとする
フィナンシャルサービスを提供フィナンシャルサービスを提供

100%

 
 

以 上 

 


